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住宅・建築物分野の省エネの必要性
１．建築物省エネ法による太陽光発電設備設置促進

・ ２０５０年カーボンニュートラルの実現に向け、我が国のエネルギー消費量の約３割を占める住宅・建築物
分野の取組が必要不可欠です。

※ZEH・ZEB：Net Zero Energy House/Building（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス／ビルディング）

我が国の省エネ関連目標と住宅・建築物分野での目標
＜エネルギー消費の割合＞ （2019年度）

建築物分野：約3割

業務・家庭
30％

運輸
23％

産業
46％

＜部門別エネルギー消費の状況＞

我が国の最終エネルギー消費量の約３割は建築物分野。

我が国は、2050年までに、温室効果ガス
の排出を全体としてゼロにする、すなわ
ち2050年カーボンニュートラル、脱炭素
社会の実現を目指すことを、ここに宣言
いたします。

2020年10月26日菅総理（第203回臨時国会）

2030年度において、温室効果ガスを2013
年度から46％削減することを目指します。
さらに、50％の高みに向け、挑戦を続け
てまいります。

2021年4月22日菅総理（気候サミット）

これらを踏まえて、地球温暖化対策計画並びに国連
に提出するNDC及び長期戦略を見直し。

日本の国際公約 住宅・建築物分野の目標

2050年に住宅・建築物のストック平均でZEH・
ZEB※基準の水準の省エネルギー性能が確保され
ていることを目指す。

エネルギー基本計画
（R3年10月閣議決定）等

2030年度以降新築される住宅・建築物について、
ZEH・ZEB※基準の水準の省エネルギー性能の確
保を目指す。

建築物省エネ法を改正し、住宅及び小規模建築
物の省エネルギー基準への適合を2025年度まで
に義務化する。

２０５０年において設置が合理的な住宅・建築物には太陽光
発電設備が設置されていることが一般的となることを目指し、
これに至る２０３０年において新築戸建住宅の６割に太陽光
発電設備が設置されることを目指す。
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建築物省エネ法(平成27年7月8日法律第53号）の概要
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●適合義務制度

内容新築時等における省エネ基準への適合義務

基準適合について、所管行政庁又は登録省エネ判定機関
の省エネ適合性判定を受ける必要

※ 省エネ基準への適合が確認できない場合、
着工できない

対象 原則全ての住宅・非住宅 ※令和７年４月１日施行予定
(R7.3.31までは300㎡以上の非住宅建築物）

●住宅トップランナー制度

内容 住宅トップランナー基準（省エネ基準よりも高い水準）
を定め、省エネ性能の向上を誘導（必要に応じ、大臣が勧
告・命令・公表）

対象分譲戸建住宅を年間150戸以上供給する事業者
注文戸建住宅を年間300戸以上供給する事業者
賃貸アパートを年間1,000戸以上供給する事業者
分譲共同住宅を年間1,000戸以上供給する事業者（追加）

●容積率特例に係る認定制度

誘導基準に適合すること等についての所管行政庁の認定によ
り、容積率の特例※を受けることが可能

●省エネ性能に係る表示制度 ※令和６年４月１日施行

賃貸・販売時に、賃貸等事業者等は、国土交通大臣の指定す
る方法により省エネ性能を表示することが必要。

表示制度の信頼性向上等の観点から、第三者評価制度である
BELS（ベルス）の取得を推奨。

●その他（基本方針の策定、建築主等の努力義務、建築主等に対する指導助言、新技術の評価のための大臣認定制度、条例による基準強化 等）

橙色は改正建築物省エネ法（令和4年6月公布）の改正内容

●再生可能エネルギー利用促進区域制度 ※令和６年４月１日施行

市町村は、再生可能エネルギー利用設備の設置を促進する区域
を指定することが可能。指定した場合、当該区域内において、
以下が措置

・建築士による再エネ設備の導入効果に係る説明義務
・形態規制（容積・建ぺい・高さ）の合理化

●説明義務制度

内容 設計の際に、建築士から建築主に対して、省エネ基準への適否
等の説明を行う義務

対象 300m2未満の住宅・建築物

全面適合義務制度の開始に伴い廃止（R7.3.31） ●届出義務制度

内容 新築時等における所管行政庁への省エネ計画の届出義務（不適合
の場合、必要に応じ、所管行政庁が指示・命令）

対象 300m2以上の住宅 ※R3年3月までは300㎡以上の非住宅も対象

全面適合義務制度の開始に伴い廃止（R7.3.31）

目的：社会経済情勢の変化に伴い建築物におけるエネルギーの消費量が著しく増加していることに鑑み、エネルギーの使用の合理化及び
非化石エネルギーへの転換等に関する法律と相まって、建築物のエネルギー消費性能の向上等を図り、もって国民経済の健全な発展
と国民生活の安定向上に寄与することを目的とする。
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住宅・建築物分野の今後の省エネ対策

・ 2025年度の省エネ基準適合義務付けの後、遅くとも2030年までに、省エネ基準をZEH・ZEB水準まで
引上げ予定となっています。

＜大手事業者による市場の牽引＞
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●建築物省エネ法改正
（2022年6月）

2030年
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＜全面義務化に向けた準備
＞

＜関係省庁連携によるZEH・ZEB等への支援＞

＜建材・設備の性能向上＞

＜省エネ性能が高い建築物が選択される市場環境の整備＞

＜住宅・建築物の省エネ改修の推進＞
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＜義務基準の引上げ＞

2022年

●全面義務化の施行
（2025年4月）

・2030年までに
ZEH・ZEB水準に引上げ

・基準・マニュアル類の整備
・講習等の実施

・省エネ法の建材・機器TR制度の基準強化

・特に住宅の改修について、補助・税・融資を総動員して推進

＜誘導基準の強化＞
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・関連制度における基準をZEH・ZEB水準に引上げ

・住宅TR制度の対象に分譲マンションを追加するとともに、基準強化

・販売・賃貸時における省エネ性能の表示制度の強化

2024年
現在

継続的
に見直

し

2023年度から

2024年度から

2022年10月から
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建築物省エネ法の基本方針における太陽光発電設備の位置付け
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１．建築物省エネ法による太陽光発電設備設置促進

建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する基本的な方針（令和5年9月25日国土交通省告示第971号） （抄）

第１ 建築物のエネルギー消費性能の向上等の意義及び目標に関する事項
２．目標
(略）また、建築物への再生可能エネルギー利用設備の設置の促進に関する目標として、令和12年（2030
年）において新築戸建住宅の６割に太陽光発電設備が設置されていることを目指すこととする。

第２ 建築物のエネルギー消費性能の向上等のための施策に関する基本的な事項
１．国及び地方公共団体の役割
(５) 国及び地方公共団体は、エネルギー消費性能の向上及び再生可能エネルギー利用設備の設置の促進
（以下この(５)において「エネルギー消費性能の向上等」という。）が図られた建築物の普及及び啓発
の観点からも、自らが新築等（新築、増築、改築又は修繕等をいう。以下同じ。）を行う建築物につい
て、エネルギー消費性能の向上等を図るよう努めなければならない。

第３ 建築物のエネルギー消費性能の向上等のために建築主等が講ずべき措置に関する基本的な事項
１．建築物の建築主が講ずべき措置
(略）再生可能エネルギー利用設備の設置に当たっては、併せて、再生可能エネルギーの有効活用に資す
る設備の設置を検討することが望ましい。

３．建築物の設計者等が講ずべき措置
（略）建築物の設計又は施工に当たっては、外壁、窓等を通しての熱の損失の防止措置に関して適切に
設計又は施工を行うとともに、より高効率な空気調和 設備等や再生可能エネルギー利用設備の設置・改
修が図られるよう努めるものとする。



一次エネルギー消費量の評価について

建築物の一次エネルギー消費性能はBEI値（ビーイーアイ値）により判定され1.0以下となることが必要です。

算出に当たっては、建築研究所のHPで公開されているWebプログラムを活用してください。

Point

BEI: 実際に建てる建築物の設計一次エネルギー消費量を、地域や建物用途、室使用条件などにより定められている基準
一次エネルギー消費量で除した値

注： 事務機器等／家電等エネルギー消費量（通称：「その他一次エネルギー消費量」 ）は除く

一次エネルギー消費性能（BEI値） BEIの算定方法等は基準省令において規定されています。 

設計一次エネルギー消費量注

基準一次エネルギー消費量注BEI＝ ≦1.0※
※ 大規模非住宅建築物は2024年4月に以下に基準を引上げ済

中規模非住宅建築物は202６年4月に以下に基準を引上げ予定

工場等： BEI ≦ 0.75
事務所等、学校等、ホテル等、百貨店等: BEI≦0.80
病院等、飲食店等、集会所等: BEI≦0.85

空調／暖冷房エネルギー消費量

換気エネルギー消費量

基準一次エネルギー消費量

基準一次エネルギー消費量
標準的な仕様を採用した場合のエネルギー消費量

照明エネルギー消費量

給湯エネルギー消費量

昇降機エネルギー消費量(非住宅のみ)

事務機器等／家電等エネルギー消費量

空調／暖冷房エネルギー消費量

換気エネルギー消費量

設計一次エネルギー消費量

設計一次エネルギー消費量
省エネ手法（省エネ建材・設備等の採用）を考慮したエネルギー消費量

照明エネルギー消費量

給湯エネルギー消費量

昇降機エネルギー消費量(非住宅のみ)

事務機器等／家電等エネルギー消費量

エネルギー利用効率化設備※１による
エネルギー削減量※２

※１ 太陽光発電設備の
設置、コージェネレー
ション設備の設置 等

※２ 自家消費分に限る
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エネルギー消費性能表示制度

省エネ性能ラベル

エネルギー消費性能
★１つで省エネ基準適合
以降★1つにつき10%削減
太陽光発電自家消費分を見
える化

断熱性能
断熱等性能等級1～7に相当
する7段階で表示

で省エネ基準適合

目安光熱費
設計上のエネルギー消費量
と全国統一の燃料単価を用
いて算出

ラベルの発行
Webプログラムの計算結果等と
連動して発行（自己評価）

ラベルを用いた広告イメージ

Sample

不動産検索サイト等で物件関係画像の一つとして表示
することをイメージ

表示制度をもっと知りたい！

表示制度の詳細や留意事項につい
て整理したガイドラインやオンライ
ン講座を国土交通省ホーム
ページに公開しています。

https://www.mlit.go.jp/shoene-label/

Sample
4

• 2024年4月から、住宅・建築物を販売・賃貸する事業者に対して、販売等の対象となる住宅・
建築物の省エネルギー性能を表示することが努力義務化。

• 省エネルギー性能を表示する際は、原則として規定のラベルを使用することが必要。

住宅・建築物を販売・賃貸する事業者※は、その販売等を行う建
築物について、エネルギー消費性能を表示する必要(努力義務)。
※事業者であるかは反復継続して販売等を行っているか等で判断。

告示に定められたラベルを使用して表示。

告示に従った表示をしていない事業者は勧告等の対象※。
※ 当面は社会的影響が大きい場合を対象に実施予定

建築物の販売・賃貸時のエネルギー消費性能表示制度
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• 建築時に省エネ性能を評価していない既存建築物については、告示に従った表示を行うことが
困難なものも存在。

• このため、既存住宅における省エネ性能の向上に資する改修等の取組みを評価するため、改修
等の部位の表示（省エネ部位ラベル）を新たに設定。

• この新しい省エネ部位ラベルは2024年11月から運用開始。

表示例（１） 主たる項目及び副次的項目を全て「有り」とした場合 表示例（２） 一部の項目を「有り」とした場合

住宅における省エネ部位ラベル
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• 2024年4月から、太陽光発電設備などの再生可能エネルギー利用設備の導入促進のため、建築物再生
可能エネルギー利用促進区域制度が創設されました。

• 市町村が促進計画を作成・公表することで、当該計画の区域内には、建築士から建築主に対する再エネ
利用設備についての説明義務や建築基準法の形態規制の特例許可などが適用されます。

• 条例で定める用途・規模の建築物が対象

• 建築主に対し、設置可能な再エネ設備を書面で説明

建築士による再エネ導入効果の説明義務

建築物再生可能エネルギー利用促進区域制度

市町村が、建築物への再エネ利用設備の設置の促進を図ることが必要であると認められる区域
について、促進計画を作成。（作成は任意）

促進計画が作成・公表された場合、以下の措置が適用。

計画区域内に適用される措置

• 促進計画に定める特例適用要件に適合して再エネ設
備を設置する場合、建築基準法の形態規制について
特定行政庁の特例許可対象とする

形態規制の合理化

• 建築主に対し、情報提供、助言その他の必要な支援
を行う。（例：再エネ利用設備の設置に関する基本
的な情報や留意点）

市町村の努力義務（建築主等への支援）

• 区域内の建築主に対し、再エネ利用設備を設置する
努力義務

建築主の努力義務（再エネ利用設備の設置）

【特例許可の対象規定（建築基準法）】
・ 容積率 ・建蔽率
・ 第一種低層住居専用地域等内や高度地区内における建

築物の高さ

市町村管内
促進区域

：再エネ導入効果の説明義務
：形態規制の合理化

建築物再生可能エネルギー利用促進区域制度の概要
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「促進計画の作成ガイドライン」について
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②ガイドラインの構成
• 制度内容を解説する【解説編】、市町村における促進計画の作成手順等を示す【実務編】等により構成。
• 温対法に基づく施策や環境部局との連携、都道府県との連携等、市町村において関心が高いと考えられる

内容については、コラムにより詳しく記載。

①ガイドラインの目的・位置づけ
• 市町村における制度の円滑な活用に向けて、市町村職員が促進計画の作成等の業務を円滑に実施できるよう、

本制度の解説や促進計画の作成手順、関連する参考情報等を提供するもの。
※作成にあたっては、有識者や建築物への再エネ導入に先行的に取り組んでいる地方公共団体等との検討会、関係事業者団体

等へのヒアリング、パブリックコメント（任意の意見募集 2023年6月29日～7月20日）等を実施。

構成・内容各編の使い方（想定される読み手のニーズ）編
建築物再生可能エネルギー利用促進区域制度とは
建築物再生可能エネルギー利用促進区域制度の趣旨・全体像

【コラム】温対法に基づく施策との連携等
建築物再生可能エネルギー利用促進区域制度に基づく「促進計画」
建築物再生可能エネルギー利用促進区域内で適用される措置

１
１－１

１－２
１－３

・制度の概要を知りたい。
・「促進計画」とはどのようなものか知りたい。
・制度を活用することによるメリット（適用される措

置）を知りたい。
・説明義務制度、特例許可制度の概要について知りたい。

解説編

建築物再生可能エネルギー利用促進区域制度の活用に係る手順
制度の活用に向けた全体の流れ
計画作成に向けた準備

【コラム】都道府県など他の地方公共団体との連携等
計画案の検討・作成
計画公表に向けた手続き
制度の施行に向けた準備等

２
２－１
２－２

２－３
２－４
２－５

・制度の活用に向けた、全体の流れを知りたい。
・促進計画作成の具体的な手順・検討内容を知りたい。
・説明義務制度・特例許可制度の施行に向けて、事前に

検討すべき事項について知りたい。

実務編

附属資料
説明義務制度に用いるリーフレットのひな形
説明義務制度に用いる説明書の参考様式

３
３－１
３－２

・説明義務制度に関連する文書（説明に用いる書面、
リーフレット）のひな形が知りたい。

附属
資料

参考情報
関係法令
再エネポテンシャル等の把握方法
再エネ導入に係る地方公共団体の取組事例（建築物省エネ法以外の
取組）

４
４－１
４－２
４－３

・根拠条文を確認したい。
・再エネ利用設備導入に関する先行自治体の事例を知り

たい。

参考
情報

１．建築物省エネ法による太陽光発電設備設置促進



建築主への情報提供用リーフレット（市町村向けのひな形）

12

○建築士が建築主に対して、再エネ利用設備に関する一般的な情報提供（設置によるメリットや留意事項等）
を円滑に実施できるよう、ガイドライン附属編に、情報提供用のリーフレットのひな形を提示（市町村にお
いて、具体の情報を追加等して活用可能）。

１．建築物省エネ法による太陽光発電設備設置促進



建築物再生可能エネルギー利用促進区域制度の活用状況

促進計画の策定予定 (N=21)

• 各自治体の再エネ促進区域制度の活用意向、促進計画の策定予定などについて、定期的に調査を実施。

• 連絡会議を開催し、自治体の先進的な取組事例などについて情報を共有。

促進計画の検討体制 （N=21)

「再エネ利用設備の種類」の検討状況 (N=21)

建築物再生可能エネルギー利用促進区域制度に
関する自治愛との連絡会議（第１回）

日 時：令和6年4月25日（木）
13：30～15：00

形 式：WEB形式（Zoomウェビナー）
参加自治体：105自治体（26都道府県79区市町村）
議 題：・国交省からの情報提供

・先行自治体からの取組照会
・質疑・意見交換

13

１．建築物省エネ法による太陽光発電設備設置促進
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• 規格化された住宅を大量に供給し性能を効率的に向上することが可能な大手住宅事業者に対して、
市場で流通するよりも高い省エネ性能の目標を掲げ、その達成に係る取り組みを促すことにより、省エネ
性能の向上に係るコストの縮減・技術力の向上を図り、中小事業者が供給する住宅も含めた省エネ性
能の底上げを図ることを目的とする。

制度の内容

制度の対象

制度の目的

• 構造・設備について規格化された住宅を、年間に一定戸数供給する事業者が対象。
建売戸建住宅（150戸以上）、注文戸建住宅（300戸以上）、
賃貸アパート（1,000戸以上）、分譲マンション（1,000戸以上）

• 国が目標年度と省エネ基準を超える水準の基準（トップランナー基準）を定める。対象事業者において
は、トップランナー基準の達成の努力義務が課される。

• 目標年度において、達成状況が不十分であるなど、省エネ性能の向上を相当程度行う必要があると認
めるときは、国土交通大臣は、当該事業者に対し、その目標を示して性能の向上を図るべき旨の勧告、
その勧告に従わなかったときは公表、命令（罰則）をすることができる※。
※ 命令は、事業者に正当な理由がなく、かつ、住宅の省エネ性能の向上に著しく害する場合に限って、社会資本整備審議会の意見

を聞いた上で行うことができることが法律において規定されている。

住宅トップランナー制度の概要
１．建築物省エネ法による太陽光発電設備設置促進



太陽光発電設備の設置目標の考え方について

【「設置が合理的でない住宅」の考え方】
次のいずれかに該当するもの。
多雪地域（建築基準法で規定する垂直積雪量が100cm以上に該当する地域）に該当する住宅。
都市部狭小地（北側斜線制限の対象となる用途地域等（第一種及び第二種低層住居専用地域、第一種及
び第二種中高層住居専用地域並びに地方自治体の条例において北側斜線規制が定められている地域）であって、
敷地面積が８５㎡未満である土地）に該当する住宅。ただし、住宅が平屋建ての場合を除く。
周辺環境等により太陽光発電設備の設置が困難な住宅

• 住宅トップランナー基準として太陽光発電設備の設置を求めることが合理的でない住宅があることに鑑みて、
住宅トップランナー制度の太陽光発電設備の設置目標においては、地域性や敷地の条件を考慮した目標
を設定することとする。

• 具体的には、住宅トップランナー事業者が供給する建売戸建住宅及び注文戸建住宅のうち、効率的な太
陽光発電設備の設置が難しいと思われる都市部狭小地や、落雪への安全性の配慮等が必要な多雪地
域などの住宅を除いた住宅を対象に設置目標を設定することとする。※

太陽光発電設備の設置目標設定の考え方

※ 東京都や川崎市では、住宅の屋根形状に応じた基準設定となっているが、建築確認申請の図書等において屋根形状図の提出は求め
ていないところ、全国の住宅を対象としている住宅トップランナー制度において同様の基準を設定することは事業者に相当の負荷をかけるこ
とになる。

15
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太陽光発電設備の設置が合理的ではない住宅割合について

16

6.7%

93.3%

都市部狭小地 都市部狭小地以外

多雪地域（垂直積雪量100cm以上）における住宅着工割合：約10％
都市部狭小地（第一種及び第二種低層住居専用地域、第一種及び第二種中高層住居専用地域であって、敷地面積
が85㎡以下）における住宅着工割合（平屋は除く）：約７％
上記以外にも、周辺環境等により太陽光発電設備の設置が困難な場合が一定数あることを勘案し、目標設定にあたり設
置が合理的でない住宅※は全住戸のうち20％と仮定する。 ※設置が合理的ではない住宅割合は、今後報告結果等に応じて精緻化を検討する。

※三大都市圏（東京圏、大阪圏、名古屋圏）
・東京圏：首都圏整備法による既成市街地及び近郊整備地域を含む市区町村の区域
・大阪圏：近畿圏整備法による既成市街地及び近郊整備地域を含む市区町村の区域
・名古屋圏：中部圏開発整備法による都市整備区域を含む市町村の区域

○多雪地域に該当する住宅着工割合
【推計方法】
• 建築基準法における垂直積雪量を定める基準（建設省告示第千四百

五十五号）に基づき、全国の各地域の積雪量を調査。
• R5年度 住宅着工統計と各地域の垂直積雪量を基に、市町村別に多

雪地域に着工された住宅数を推計。

【推計方法】
• R5年度に申請された確認申請書をサンプリング調査し、都市部狭小地に該

当する住宅数を算出。
• サンプリング調査の結果より、人口密度と都市部狭小地に該当する住宅数の

関係について近似式を作成。近似式は、2種類の近似式（三大都市圏※と
それ以外）とした。

• 作成した近似式とR５年度の着工統計より、全国の都市部狭小地に該当す
る住宅数を推計。

9.5%

87.1%

3.4%

多雪地域 非多雪地域 不明

１．建築物省エネ法による太陽光発電設備設置促進



住宅トップランナー制度における太陽光発電設備の設置目標について

17

■住宅トップランナー制度における太陽光発電設備の設置目標（戸建住宅） ()内の数字は、供給戸数全体を母数とした割合

2030年の新築戸建住宅の６割への太陽光発電設備の設置に向けて、 太陽光発電設備に関する技術開発や製品のコストダウン化、屋根置
き太陽光の普及等を考慮し、中間となる2027年度に地域性等を勘案した住宅トップランナー制度の目標を設定する。

①年間供給戸数のうち ② 設置が合理的な住宅※の戸数のうち
・ 建売戸建住宅：30％に太陽光発電設備を設置 ・ 建売戸建住宅：37.5%に太陽光発電設備を設置
・ 注文戸建住宅：70％に太陽光発電設備を設置 ・ 注文戸建住宅：87.5%に太陽光発電設備を設置

住宅トップランナー制度における太陽光発電設備の設置目標設定

※3 2030年の各セグメントの割合については、2027年度のトップランナー基準を設定するにあたっての現時点での想定である。（R3年度再生可能エネルギー等に関する規制等の総点検タスクフォースにおいて資
源エネルギー庁がTR注文戸建90％、その他50％と提示している。今回は、設置が合理的でない住宅の割合を20％と仮定していることから、2030年新築戸建６割の目標を達成することを前提に、TR注文戸
建80％、TR建売戸建60％、TR以外50％としている。）

設置が合理的では
ない住宅を勘案

■住宅トップランナー事業者に対する目標■目標設定に係る考え方

※以下①～③の住宅を除く。
① 多雪地域に該当する住宅
② 都市部狭小地に該当する住宅
③ 上記のほか、周辺環境等により設置が困難な住宅

2027年 2030年2024年※2

※1 トップランナー以外の事業者の設置率はアンケート調査による推計値。全体の設置率は、トップランナー事業者の実績値とトップランナー以外の事業者の推計値により算出。
※2 トップランナー事業者の設置率は、2022年度に供給された住宅に係る報告内容を2024年度にとりまとめた実績値。

（供給住戸の80%を母数）

注文戸建住宅建売戸建住宅

TR
事業者

TR以外
事業者

2022年度 全体PV設置率
31.4%

（8.0%） （58.4%）

（27.8%）

注文戸建住宅建売戸建住宅

TR
事業者

TR以外
事業者

目標 37.5%
（30%）

目標 87.5%
（70%）

（40%）

注文戸建住宅建売戸建住宅

TR
事業者

TR以外
事業者

2030年度目標 全体PV設置率
60%

（60%） （80%）

（50%）※1

※1

※3 ※3

※3

１．建築物省エネ法による太陽光発電設備設置促進



住宅トップランナー基準見直し案 まとめ
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見直し基準案現行基準

目標
年度

太陽光発電設備
設置率※５

一次エネ基準※2

BEI
（再エネ除き）

外皮
基準※1※3

目標
年度

一次エネ基準※2

BEI
（再エネ含み）

外皮
基準※1

年間供給
戸数建て方

2027
年度

37.5%
（30%）0.80強化

外皮
2020
年度0.85省エネ

基準
150戸
以上

建売
戸建住宅

87.5%
（70%）0.75強化

外皮
2024
年度0.80省エネ

基準
300戸
以上

注文
戸建住宅

-0.80強化
外皮

2024
年度0.90省エネ

基準
1000戸
以上

賃貸
アパート

2026
年度-0.80※4強化

外皮
2026
年度0.80強化

外皮
1000戸
以上

分譲
マンション

※1： 各年度に供給するすべての住宅が適合すること
※2： 各年度に供給するすべての住宅の平均で適合すること
※3： 勧告の運用においては、未達成事由・実態等を勘案。
※4： 分譲マンションのBEIについては、従前通り再エネ含む水準。

※５：設置が合理的な住宅＊に対する目標
＊多雪地域、都市部狭小地、その他周辺環境等により設置が
困難な住宅を除く

（）内の数字は、供給戸数全体を母数とした割合（参考値）

前回の審議事項

今回の審議事項

建売戸建住宅・注文戸建住宅・賃貸アパートについて、新たな目標年度及び基準を以下のとおり設定する。

１．建築物省エネ法による太陽光発電設備設置促進
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※省エネ性能確保計画の提出（省エネ適判･届出）実績による。 （全地域・全規模。複数用途からなる建築物の場合は面積最大の「主たる用途」に分類）

新築住宅・非住宅建築物における太陽光発電設備の設置状況
2．太陽光発電設備の設置状況について

■新築戸建住宅の太陽光発電設備設置率（令和４年度）
31.4%

■新築非住宅建築物（300㎡以上）の太陽光発電設備設置率（令和４年度）
8.0%

【参考】非住宅各用途別の太陽光発電設備 設置率推移（平成30年度～令和４年度・棟数ベース）

※国土交通省による推計値。
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

65.5％ 9.5％ 8.3％ 2.3％ 14.3％

23.5％ 14.7％ 14.7％ 13.2％ 33.8％

66.7％ 16.7％ 8.3％ 8.3％

• 建売戸建 8％ （6,500戸 ／ 80,925戸）
• 注文戸建 58.4％ （57,864戸 ／ 99,145戸）
• 賃貸アパート 21.3％ （26,811戸 ／ 125,750戸）

建売
戸建住宅
（N=84）

注文
戸建住宅
（N＝68）

賃貸
アパート

（N=12）

［PV設置率別 事業者割合］

0%以上10％未満 10%以上30％未満 30%以上50％未満 50%以上70％未満 70%以上100%

設置率10％未満の事業者
全体の65.5%

［PV設置率 戸数割合］

設置率70％以上の事業者
全体の14.3%

設置率10％未満の事業者
全体の23.5%

設置率70％以上の事業者
全体の33.8%

設置率10％未満の事業者
全体の66.7%

設置率70％以上の事業者
全体の0%

住宅トップランナー事業者におけるPV設置状況（2022年度実績）
2．太陽光発電設備の設置状況について
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地域区分別 PV設置戸数割合の推移（建売戸建住宅）

0%
10%
20%
30%
40%
50%
60%
70%
80%
90%

100%

2020年度 2021年度 2022年度

［
太

陽
光

発
電

設
置

割
合

（
戸

数
）

］

［年度］

1地域 2地域 3地域
4地域 5地域 6地域
7地域 8地域 全体

設置数 設置割合 設置数 設置割合 設置数 設置割合
1地域 0 / 14 0.0% 4 / 4 100.0% 4/7 57.1%
2地域 60 / 389 15.4% 173 / 578 29.9% 195 / 491 39.7%
3地域 9 / 329 2.7% 27 / 351 7.7% 48 / 306 15.7%
4地域 57 / 2,047 2.8% 31 / 2,176 1.4% 240 / 2,365 10.1%
5地域 198 / 8,023 2.5% 234 / 9,356 2.5% 492 / 8,823 5.6%
6地域 1,618 / 49,797 3.2% 2,099 / 61,384 3.4% 4,897 / 62,217 7.9%
7地域 243 / 3,499 6.9% 366 / 5,034 6.7% 622 / 5,869 10.6%
8地域 0 / 579 0.0% 0 / 781 0.0% 2 / 847 0.2%
全体 2,185 / 64,677 3.4% 2,904 / 79,664 3.6% 6,500 / 80,925 8.0%

地域区分
2020年度 2021年度 2022年度

地域区分別の設置状況（戸数ベース）より、全体的に１割程度の地域が多い。

※１地域は全体の件数が10件程度と
他の地域に比較して極端に少ない。

※

2．太陽光発電設備の設置状況について
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地域区分別 PV設置戸数割合の推移（注文戸建住宅）

設置数 設置割合 設置数 設置割合 設置数 設置割合
1地域 48 / 207 23.2% 57 / 134 42.5% 41 / 98 41.8%
2地域 888 / 2,841 31.3% 1,122 / 3,126 35.9% 995 / 2,549 39.0%
3地域 991 / 2,409 41.1% 1,120 / 2,453 45.7% 1,070 / 1,895 56.5%
4地域 2,594 / 5,355 48.4% 2,703 / 5,333 50.7% 2,707 / 4,725 57.3%
5地域 7,884 / 16,172 48.8% 8,347 / 16,473 50.7% 8,345 / 14,374 58.1%
6地域 31,842 / 64,728 49.2% 37,615 / 74,919 50.2% 39,284 / 67,052 58.6%
7地域 4,093 / 6,807 60.1% 5,336 / 8,950 59.6% 5,422 / 8,310 65.2%
8地域 2 / 142 1.4% 1 / 128 0.8% 0 / 142 0.0%
全体 48,342 / 98,663 49.0% 56,301 / 111,516 50.5% 57,864 / 99,145 58.4%

地域区分
2020年度 2021年度 2022年度
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地域区分別の設置状況（戸数ベース）より、全体的に設置割合が５割程度の地域が多く、寒冷地（１・２地域）にお
いても４割程度の住戸にPVが設置されている。

2．太陽光発電設備の設置状況について
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2．太陽光発電設備の設置状況について

非住宅建築物のPV設置状況（2018～2022年）

※省エネ性能確保計画の提出（省エネ適判･届出）実績による。 （全地域・全規模。複数用途からなる建築物の場合は面積最大の「主たる用途」に分類）

【参考】非住宅各用途別の太陽光発電設備 総システム容量 推移（平成30年度～令和４年度）

【参考】１棟あたりのシステム容量（大規模建築物） 【参考】屋根面積あたりのシステム容量の分布

総
シ
ス
テ
ム
容
量

[M
W

/年
]

工場等、事務所等のシステム容量が特に大きい一方で、屋根面積あたりでは屋根面積の小さい飲食店が大きい結果となる。

＊工場は屋根面積の情報がないため、記載なし（屋根面積は空調設備の評価において必要となり、工場は空調設備の評価対象外。） 24
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公営住宅等整備基準等の見直し（ZEH・PV原則化）

見直し後（Ｒ４年度～）現行

ZEH水準断熱等性能等級４省エネルギー対策

太陽光発電設備は原則設置―再生可能エネルギー導入

【参考】
○公営住宅法（昭和26年法律第193号）（抄）
（整備基準）
第５条 公営住宅の整備は、国土交通省令で定める基準を参酌して事業主体が条例で定める整備基準に従い、行わなければならない。
２・３ （略）

〇公営住宅等整備基準（平成十年建設省令第八号）（抄）
（住宅の基準）
第八条 （略）
２ 住宅には、外壁、窓等を通しての熱の損失の防止その他の住宅に係るエネルギーの使用の合理化を適切に図るための措置が講じられていなければならない。
３～５ （略）

〇公営住宅等整備基準について（技術的助言）（平成24年1月17日国住備第196号）（抄）※令和４年４月１日に改正
１ 公営住宅等整備基準（以下「整備基準」という。）第８条第２項の措置は、住宅が建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律（平成27 年法律第53 号）第35 

条第１項第一号の規定に基づく建築物エネルギー消費性能誘導基準（ただし、公営住宅の借上げの場合は同法第２条第１項第三号の規定に基づく建築物エネルギー消
費性能基準、これらにより難い場合は住宅の品質確保の促進等に関する法律（平成11 年法律第81 号）第３条の２第１項の規定に基づく評価方法基準（平成13 年国
土交通省告示第1347 号。以下「評価方法基準」という。）第５の５の５－１（３）の等級４の基準）を満たすこと。また、気候風土や高層等により合理的な再生可
能エネルギーの活用が困難でやむを得ない場合等を除き、太陽光発電設備の設置（敷地内に設置した太陽光発電設備の活用も含む。）を行うこと。

２～７ （略）

注：建築物エネルギー消費性能誘導基準は今後省令改正によりZEHへの引上げ予定（※現時点で未公布だが施行予定は令和４年10月）であるが、上記技術的助言では、
「遅くとも2030 年度までに、義務化された省エネ基準がZEH水準に引上げとなる見込みであることに鑑み、省令改正の施行や条例の制定前においても可能な限りZEH
水準に準拠して公営住宅の整備を行う」旨を示している。

■公営住宅等整備基準（参酌基準）等の見直し

○ 地方分権一括法による公営住宅法の一部改正（平成24年4月1日施行）により、公営住宅の整備につい
ては、国土交通省で定める基準を参酌して事業主体が条例で定める整備基準に従って行う必要。

○ 国の定める参酌基準を公営住宅等整備基準（平成10年建設省令第８号）にて定めるとともに、目安と
なる内容について通知しているところ。

○ カーボンニュートラルの実現に向けて、公営住宅の省エネ化・再エネ導入を図るため、整備基準に係
る技術的助言を見直し（令和４年４月１日）。

３．太陽光発電設備の設置促進
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上記の他、民間事業者が新築整備する公営住宅（借上）、改良住宅等（借上、分譲）、地域優良賃貸住宅（公共供給型以外）については、省
エネ基準適合を原則要件化する。

カーボンニュートラル実現に向けた公営住宅等への支援

31

予算制度における対応施策方針

・公営住宅等整備事業等の補助限度額の拡充
⇒標準建設費（主体附帯工事費）の引上げ

ZEH水準を原則 ※省エネ

・公営住宅等整備事業等の補助限度額の拡充
⇒標準建設費（特例加算等）の対象に「再生可能エネル
ギー対応工事」を追加（太陽光発電設備、蓄電池等）

太陽光発電設備は原則設
置

再生可能エネル
ギー導入（太陽光
発電設備設置等）

カーボンニュートラルの実現に向けて、公営住宅等の省エネ化・再エネ導入を図るため、整備基準等の見直しを行うとと
もに、支援を強化する。（地方公共団体が整備する改良住宅等、地域優良賃貸住宅（公共供給型）も同様の方針とする。）

・公営住宅等ストック総合改善事業等の拡充
⇒省エネ改修の補助明確化
・脱炭素社会型公的賃貸住宅改修モデル事業の創設
⇒地域の創意工夫を活かすモデル的な省エネ改修支援

公的主体の率先した取組み
を推進省エネ改修

・公営住宅等ストック総合改善事業等の拡充
⇒再生可能エネルギー設備（太陽光発電設備、蓄電池
等）の補助対象の追加

・脱炭素社会型公的賃貸住宅改修モデル事業の創設
⇒地域の創意工夫を活かすモデル的な省エネ改修支援

公的主体の率先した取組み
を推進

再生可能エネル
ギー導入（太陽光
発電設備設置等）

※公営住宅等整備基準（参酌基準）等を見直し、省エネルギーに係る基準について、ZEH水準に引上げを行う。
（現行は、原則として、住宅の品質確保の促進等に関する法律第３条第１項の規定に基づく評価方法基準第５の５の５－１（３）の等級４）

新築

既存ストック

３．太陽光発電設備の設置促進



ペロブスカイト太陽光発電設備の実装に向けた議論①
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ペロブスカイト太陽光発電設備の実装に向けた議論②
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ペロブスカイト太陽光発電設備の実装に向けた議論③
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ペロブスカイト太陽光発電設備の実装に向けた議論④
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